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諮問庁：内閣総理大臣 

諮問日：平成２９年１月３１日（平成２９年（行情）諮問第３８号） 

答申日：平成２９年６月２０日（平成２９年度（行情）答申第９８号） 

事件名：集団的自衛権行使容認の閣議決定に関して行政文書ファイル等につづ

られた文書の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   「集団的自衛権行使容認の閣議決定に関して，その庶務担当部局が業務

のために行政文書ファイル等につづられた文書の全て。＊『行政機関の保

有する情報の公開に関する法律施行令』別表でいう『七 電磁的記録』が

あれば，それを希望（以下「本件請求文書」という。）」の開示請求に対

し，別紙１に掲げる２１０文書（以下「本件対象文書」という。）を特定

し，その一部を不開示とした決定については，本件対象文書の一部を不開

示としたことは妥当であるが，別紙３に掲げる１１文書を対象として，改

めて開示決定等をすべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２７年７月１日付け閣安保第３２

３号により内閣官房国家安全保障局長（以下「処分庁」という。）が行っ

た一部開示決定（以下「原処分」という。）について，その取消し及び文

書の再特定を求める。 

 ２ 審査請求の理由  

 （１）電磁的記録についても特定を求める。 

情報公開手続についての国の統一的指針である「情報公開事務処理の

手引」２２頁は，「行政文書を文書又は図面と電磁的記録の両方の形態

で保有している場合には，文書又は図画について，スキャナで読み取っ

てできた電磁的記録を交付する方法と既に保有している電磁的記録をそ

のまま交付する方法とがあることから，開示請求の手続の中で開示請求

者にその旨を教示し，対象となる行政文書をあらかじめ請求者に特定し

て頂いておくことが必要である」と定めている。 

そこで文書１８２及び文書１８４について電磁的記録がないか特定を

求める。 

 （２）一部に対する不開示決定の取消し。 

    記録された内容を精査し，支障が生じない部分については開示すべき
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である。 

 （３）他にも文書が存在するはずである。 

    「内閣官房における経緯も含めた意思決定に至る過程並びに内閣官房

の事務及び事業の実績を合理的に跡付け，又は検証することができる」

（「内閣官房行政文書管理規則」６条）文書が存在しなければならない

が，特定された文書からは見当たらないので，改めて関連部局を探索の

上，発見に努めるべきである。 

また文書１９５の様式で提出される府省意見が更に存在するものと思

料される。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求の趣旨について 

   審査請求人が行った本件請求文書の開示請求に対して，処分庁において，

別紙２に掲げる４５文書及び別紙１に掲げる２１０文書を特定した。開示

決定等に当たっては，法１１条に規定する開示決定等の期限の特例を適用

し，法９条１項に基づき，平成２６年８月１５日付け閣安保第３５６号に

より別紙２に掲げる４５文書（以下「先行開示決定文書」という。）につ

き開示決定処分を行った後，平成２７年７月１日付け閣安保第３２３号に

より，本件対象文書について原処分を行った。 

２ 本件対象文書について 

   本件開示請求に係る「集団的自衛権行使容認の閣議決定」とは，平成２

６年７月１日に閣議決定された「国の存立を全うし，国民を守るための切

れ目のない安全保障法制の整備について」（以下「本件閣議決定」とい

う。）であり，本件対象文書は本件閣議決定に関して作成又は取得した文

書である。 

３ 原処分の妥当性について 

（１）別紙１の文書１８５及び文書１８７中の「２．」において不開示とし

た部分は，これまで詳細を公にしたことがない四大臣会合の定期的な開

催場所である。 

これを公にした場合，定期的な開催場所が明らかになり，今後の国家

安全保障会議の開催場所を推察され，今後の開催に際し，敵対する勢力

からの妨害や対抗措置を容易ならしめ，我が国の安全が害されるおそれ

がある。 

以上のことから，法５条３号に定める不開示情報に該当するため，不

開示としたことは妥当である。 

（２）別紙１の文書１８８中の「２．」において不開示とした部分は，国家

安全保障会議の事務を処理する国家安全保障局が発足してから，詳細を

公にしたことがない九大臣会合の開催場所である。 

これを公にした場合，今後の国家安全保障会議の開催場所を推察され，



 3 

今後の開催に際し，敵対する勢力からの妨害や対抗措置を容易ならしめ，

我が国の安全が害されるおそれがある。 

以上のことから，法５条３号に定める不開示情報に該当するため，不

開示としたことは妥当である。 

（３）別紙１の文書１９２，文書１９５ないし文書２００，文書２０２及び

文書２０４中の不開示とした部分は，職員の直通電話番号，内線電話番

号，ＦＡＸ番号及びメールアドレスであり，公にすることにより，いた

ずらや業務妨害等を目的とした電話，通信等を容易ならしめ，行政事務

の適正な遂行に著しく支障を及ぼすおそれがある。 

以上のことから，法５条６号に定める不開示情報に該当するため，不

開示としたことは妥当である。 

（４）別紙１の文書１９７及び文書２００中の不開示とした部分は，警察庁

の警部及び同相当職以下の職員の「氏名」であり，「慣行として公にさ

れていない警察職員の氏名は，特定の個人を識別することができる情報

であるとともに，公にすることにより，当該職員等に危害が加えられる

おそれがあるなど，公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあ

る。 

以上のことから，法５条１号及び４号に定める不開示情報に該当する

ため，不開示としたことは妥当である。 

なお，処分庁においては，行政文書開示等決定（変更）通知書（平成

２９年１月６日付け閣安保第６号）により，原処分で不開示とした部分

とその理由を変更している。 

（５）別紙１の文書２０６ないし文書２０８の不開示とした文書は，安全保

障法制整備に関する与党協議会において席上回収とした，公にすること

を前提としない文書であり，具体的な検討の経緯等が記載されているも

のである。 

これらを公にした場合，我が国の安全保障上の関心事項等が推察され

ることとなり，敵対する勢力等からの妨害や対抗措置を容易ならしめ，

国の安全が害されるおそれ，他国若しくは国際機関との信頼関係が損な

われるおそれ，又は交渉上不利益を被るおそれがある。 

以上のことから，法５条３号及び５号に定める不開示情報に該当する

ため，不開示としたことは妥当である。 

（６）別紙１の文書２０９及び文書２１０の不開示とした文書は，国家安全

保障会議において席上回収とした，公にすることを前提としない文書で

あり，具体的な検討の経緯等が記載されているものである。 

これらを公にした場合，我が国の安全保障上の関心事項等が推察され

ることとなり，敵対する勢力等からの妨害や対抗措置を容易ならしめ，

国の安全が害されるおそれ，他国若しくは国際機関との信頼関係が損な
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われるおそれ，又は交渉上利益を被るおそれがある。 

以上のことから，法５条３号及び５号に定める不開示情報に該当する

ため，不開示としたことは妥当である。 

 ４ 審査請求人の主張について  

 （１）審査請求人は，「電磁的記録についても特定を求める」旨主張してい

る。 

しかしながら，処分庁においては，原処分のとおり適正に特定されて

いると認められるところである。 

（２）審査請求人は，「記録された内容を精査し，支障が生じない部分につ

いては開示すべきである」旨主張している。 

しかしながら，処分庁においては，上記３のとおり対象となる文書に

ついて開示の是非を慎重に判断したと認められるところである。 

（３）審査請求人は，「他にも文書が存在するはずである」とし，「経緯も

含めた意思決定に至る過程」及び「事務及び事業の実績を合理的に跡付

け，又は検証することができる」文書が特定された文書からは見当たら

ない旨主張しており，また，別紙１の「文書１９５の様式で提出される

府省意見が更に存在する」旨主張している。 

しかしながら，本件審査請求を受け，再度，行政文書の特定を実施し

たが，本件開示請求に該当する行政文書を保有しているとは認められな

い。 

５ 結語 

以上のとおり，本件開示請求に対して，先行開示決定文書及び本件対象

文書を特定し，本件対象文書につき，法５条１号，３号ないし６号に該当

するとして不開示とした決定は妥当であり，本件対象文書以外に開示請求

の対象として特定すべき文書を保有しているとは認められないので，原処

分は維持されるべきである。 

６ 原処分で不開示とした部分とその理由の変更について 

処分庁は，行政文書開示等決定（変更）通知書（平成２９年１月６日付

け閣安保第６号）によって，原処分で不開示とした部分とその理由を変更

している。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成２９年１月３１日     諮問の受理 

② 同日            諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年２月２７日       審議 

④ 同年５月１２日       本件対象文書の見分及び審議 

⑤ 同年６月１６日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 
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１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，別紙１の文書１ないし文書２１０である。 

審査請求人は，原処分の取消し，文書１８２及び文書１８４の電磁的記

録の特定並びに本件対象文書の再特定を求めており，諮問庁は，本件対象

文書の一部が法５条１号及び３号ないし６号に該当するとして不開示とし

た原処分を妥当としている。 

ところで，処分庁は，文書１９７及び文書２００の警察庁の警部及び同

相当職以下の職員の氏名が記載されている部分について，原処分では文書

１９６及び文書１９９として誤って記載されており，文書１９７及び文書

２００の当該部分は本来は不開示とすべきであったのに原処分において開

示となっているとして，原処分後に審査請求人に対して聴聞を行い，平成

２９年１月６日付け閣安保第６号により，文書１９７及び文書２００の該

当部分を改めて不開示とする原処分の変更決定を行った。 

諮問庁から聴聞手続に係る資料の提示を受けて確認したところ，審査請

求人に聴聞を行った聴聞報告書が作成されており，その内容によれば，聴

聞が適切に実施されていることが認められるところ，当審査会としては，

上記の変更決定を踏まえ，不開示情報該当性の検討に当たっては，警察庁

の警部及び同相当職以下の職員の氏名が記載されている部分については，

文書１９７及び文書２００の該当部分が不開示とされているものとして判

断を行う。 

以下，本件対象文書の見分結果に基づき，本件対象文書の特定の妥当性

及び不開示情報該当性について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）先行開示決定文書及び本件対象文書以外の本件請求文書に該当する文

書の保有の有無 

ア 先行開示決定文書及び本件対象文書以外の本件請求文書に該当する

文書の保有の有無について当審査会事務局職員をして諮問庁に確認さ

せたところ，次のとおりであった。 

  （ア）本件請求文書は，平成２６年７月１日に閣議決定された「国の存

立を全うし，国民を守るための切れ目のない安全保障法制の整備に

ついて」に関して，その庶務担当部局が業務のために行政文書ファ

イル等につづられた文書の全てであり，処分庁は，これに該当する

文書として先行開示決定文書及び本件対象文書を特定した。 

  （イ）本件閣議決定については，平成２６年５月１５日に安倍総理が切

れ目のない対応を可能とする国内法整備の作業を進めるに当たり，

いかなる憲法解釈が適切なのか等について議論するため与党協議に

入ることを表明したことを受けて，主に与党協議会の場で議論され，

内閣官房国家安全保障局を含む政府側関係省庁も与党側の求めに応
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じ同協議に出席する中で検討が進められてきたものであったので，

①与党協議会に係る文書が本件請求文書に該当すると解するととも

に，その他の本件閣議決定に関する文書として，②本件閣議決定に

関する議論を行った国家安全保障会議に係る文書，③各党及び国会

議員からの質問等に関する文書，④本件閣議決定に関する想定問答，

⑤本件閣議決定に関する各省協議に係る文書及び⑥本件閣議決定の

登録等に係る文書が本件請求文書に該当すると解し，①として先行

開示決定文書及び文書２０６ないし文書２０８，②として文書１８

５ないし文書１９１，文書２０９及び文書２１０，③として文書１

ないし文書１７９，④として文書１８０ないし文書１８４，⑤とし

て文書１９２ないし文書２００，⑥として文書２０１ないし文書２

０５を特定した。 

（ウ）本件審査請求を受け，念のため，書庫，倉庫及びパソコン上のフ

ァイル等の探索を行ったが，先行開示決定文書及び本件対象文書以

外に，本件請求文書に該当する文書は確認できなかった。 

（エ）なお，審査請求人は，文書１９５の様式で提出される府省意見が

更に存在するはずである旨を主張するが，本件閣議決定に関する各

省協議に係る文書は文書１９２ないし文書２００以外は存在しない。 

イ 諮問庁から，先行開示決定文書及び本件対象文書の提示を受けて確

認したところ，その内容は，諮問庁の上記ア（イ）の説明のとおりで

あると認められる。 

  審査請求人は，本件請求文書に該当する文書として，先行開示決定

文書及び本件対象文書の他に，「内閣官房における経緯も含めた意思

決定に至る過程並びに内閣官房の事務及び事業の実績を合理的に跡付

け，又は検証することができる」文書（以下「意思決定に至る過程等

に係る文書」という。）があるはずである等を主張し，文書の再特定

を求める。当審査会事務局職員をして首相官邸ホームページに掲載さ

れている平成２６年５月１５日の安倍総理の記者会見及び先行開示決

定文書等を確認させたところ，諮問庁の上記ア（イ）の説明のとおり，

閣議決定は主に与党協議会の場で議論され，内閣官房国家安全保障局

を含む政府側関係省庁も同協議会に出席する中で検討が進められたこ

とが認められ，与党協議会に関する文書は既に特定され，一部開示さ

れているから，本件閣議決定に係る意思決定に至る過程等に係る文書

は既に特定されていると認められる。 

  本件閣議決定に係る類似の請求文言による別件開示請求に対して，

国会答弁書（上記ア（イ）の③の一部）として６２文書が特定されて

いるのに対し，本件開示請求に対しては５１文書しか特定されていな

いことから，差異（別紙３に掲げる１１文書）が生じた理由について，
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当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，別件開示請求

については，問及び答弁のいずれかに「閣議決定」との文言が含まれ

ているものを特定したが，本件開示請求については，請求文言に「集

団的自衛権行使容認の閣議決定」との文言が含まれていることから，

問及び答弁のいずれかに「集団的自衛権」及び「閣議決定」との文言

が含まれているものを特定したためとのことであった。しかしながら，

本件開示請求の文言において，「集団的自衛権行使容認の」とは本件

開示請求の対象となる閣議決定を特定するための修飾語にすぎず，本

件開示請求は本件閣議決定に関して行政文書ファイル等につづられた

文書を求めるものと解されることに加え，諮問庁自身が，理由説明書

（上記第３）において「本件対象文書は本件閣議決定に関して作成又

は取得した文書」であると説明していることを踏まえると，別件開示

請求で特定した国会答弁書（問及び答弁のいずれかに「閣議決定」の

文言が含まれているが，「集団的自衛権」の文言は含まれていないも

の）も，本件請求文書に該当すると認められる。したがって，別紙３

に掲げる１１文書は本件請求文書に該当すると認められるので，これ

を特定し，改めて開示決定等をすべきである。 

（２）文書１８２及び文書１８４の電磁的記録の保有の有無 

ア 審査請求人は，文書１８２及び文書１８４について電磁的記録の特

定を求めているところ，当該文書の電磁的記録の保有の有無について，

当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，当該文書は，

いずれも，処分庁において電磁的記録にて作成した文書であるが，一

体的に行政文書ファイルで管理するために印刷して紙媒体で保存する

こととしたものであり，元の電磁的記録は必要がないため廃棄したと

のことであった。 

イ 文書１８２及び文書１８４については，電磁的記録は保有していな

い旨の諮問庁の上記アの説明が不自然，不合理とまではいえず，他に

電磁的記録の存在をうかがわせる事情も認められないことから，内閣

官房国家安全保障局において，本件対象文書の外に開示請求の対象と

して特定すべき文書（電磁的記録）を保有しているとは認められない。 

３ 不開示情報該当性について 

（１）国家安全保障会議の開催場所について 

文書１８５，文書１８７及び文書１８８の不開示部分には，国家安全

保障会議（四大臣会合又は九大臣会合）の開催場所が記載されているこ

とが認められる。 

当該部分は，これを公にすることにより，我が国の安全保障に関する

重要事項を審議する会議の今後の開催場所が推察され，敵対する勢力か

ら妨害措置を講じられるなど，国家安全保障会議の開催に支障を及ぼし，
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ひいては国の安全が害されるおそれがあると行政機関の長が認めること

につき相当の理由があると認められるので，法５条３号に該当し，不開

示とすることが妥当である。 

（２）関係省庁の担当者の直通電話番号，ＦＡＸ番号及びメールアドレス等

について 

   文書１９２，文書１９５，文書１９６，１９７（担当者名を除く。），

文書１９８，文書１９９，文書２００（担当者名を除く。），文書２０

２及び文書２０４の不開示部分には，関係省庁の担当者の直通電話番号，

内線番号，ＦＡＸ番号及び電子メールアドレスが記載されている。 

当該不開示部分は，これを公にすることにより，いたずらや偽計等に

使用され，国の機関が必要とする緊急の連絡や部外との連絡に支障を来

すなど，国の機関の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認

められるので，法５条６号柱書きに該当し，不開示とすることが妥当で

ある。 

（３）警察庁職員の氏名について 

文書１９７及び文書２００では，担当者名の欄における警察庁職員の

氏名が不開示とされている。 

  ア 当該部分の不開示情報該当性について，当審査会事務局職員をして

諮問庁に確認させたところ，不開示とされた警察庁職員の氏名につい

ては，警部及び同相当職以下の職にある警察庁職員に係るものであり，

警察庁においては，警部及び同相当職以下の職にある警察庁職員の氏

名を公表しておらず，当該職員の氏名が公になると，これを手掛かり

として，犯罪等を企図する集団等の反社会的勢力が，何らかの有益な

情報を得ようとする，あるいは犯罪組織等にとって都合の悪い施策や

法案の企画・立案を妨害しようと接近，懐柔しようとすることが考え

られるほか，当該職員がこれを拒絶すれば，当該職員本人への攻撃は

もちろん，その家族への攻撃や報復が予想されるなど，個人の権利利

益が侵害されるとともに，警察業務に支障を及ぼすおそれがあり，当

該職員の氏名は，公にすることにより，犯罪の予防鎮圧又は捜査，そ

の他公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあるとのことで

ある。 

イ 警察業務の特殊性に鑑みれば，諮問庁の上記アの説明に特段不自然，

不合理な点は認められず，当該職員の氏名を公にすることにより，犯

罪等を企図する集団等の反社会的勢力によって当該職員が特定され，

当該職員本人及びその家族が嫌がらせや攻撃の対象にされたり，ある

いは直接又は間接の不当な接触等により様々な懐柔，干渉を加えられ，

警察活動の妨害が行われるなど，その業務に支障を及ぼすおそれを否

定できない。 
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ウ したがって，当該部分は，これを公にすることにより，犯罪の予防，

鎮圧又は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれ

があると行政機関の長が認めることにつき相当の理由があると認めら

れるので，法５条４号に該当し，同条１号について判断するまでもな

く，不開示とすることが妥当である。 

（４）本件閣議決定の検討に係る不開示文書について 

   文書２０６ないし文書２０８は，与党協議会における席上回収資料で

あり，文書２０９及び文書２１０は国家安全保障会議における席上回収

資料である。 

   当該文書は，これを公にすることにより，本件閣議決定に係る政府及

び与党内での未成熟な検討内容が明らかとなり，今後同種の文書の策定

作業において政府部内での自由闊達な議論に支障を来すなど，政府部内

の率直な意見の交換が不当に損なわれるおそれがあると認められるので，

法５条５号に該当し，同条３号について判断するまでもなく，不開示と

することが妥当である。 

４ 付言 

（１）審査会において，平成２７年７月１日付け閣安保第３２３号の行政文

書開示等決定通知書を確認したところ，「３ 不開示とした部分とその

理由」の（４）には，「以上のことから，法第５条第１号及び第４条に

定める」との記載があるが，「第４条」は，「第４号」の誤りである。 

   原処分における不開示理由の提示は，開示請求者に対し，どの不開示

情報に該当することとなるのかについて誤解を招くことから，行政手続

法８条の趣旨に照らし，不適切なものであったと認められる。 

   したがって，処分庁においては，今後，法に基づき開示決定等を適切

に行うことが望まれる。 

（２）また，本件は，審査請求から諮問までに約１年５か月が経過しており，

「簡易迅速な手続」による処理とはいい難く，本件審査請求の趣旨及び

理由に照らしても，諮問を行うまでに長期間を要するものとは考え難い。 

諮問庁においては，今後，開示決定等に対する不服申立事件における

諮問に当たって，迅速かつ的確な対応が望まれる。   

５ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求に対し，本件対象文書を特定

し，その一部を法５条１号及び３号ないし６号に該当するとして不開示と

した決定については，不開示とされた部分は，同条３号ないし５号及び６

号柱書きに該当すると認められるので，同条１号について判断するまでも

なく，不開示としたことは妥当であるが，内閣官房国家安全保障局におい

て，本件対象文書の外に開示請求の対象として別紙３に掲げる１１文書を

保有していると認められるので，これを対象として，改めて開示決定等を
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すべきであると判断した。 

（第２部会） 

 委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 
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別紙１ 

 

文書１  「国会答弁書」（２６年５月１６日 衆議院外務委員会 小川淳

也議員 副長官問３） 

文書２  「国会答弁書」（２６年５月２３日 衆議院内閣委員会 松田学

議員 官房長官想定問１） 

文書３  「国会答弁書」（２６年５月２３日 衆議院内閣委員会 赤嶺政

賢議員 官房長官想定問４） 

文書４  「国会答弁書」（２６年５月２３日 衆議院内閣委員会 赤嶺政

賢議員 官房長官想定問６） 

文書５  「国会答弁書」（２６年５月２３日 衆議院内閣委員会 赤嶺政

賢議員 官房長官想定問７） 

文書６  「国会答弁書」（２６年５月２３日 衆議院内閣委員会 村上史

好議員 官房長官問４） 

文書７  「国会答弁書」（２６年５月２３日 衆議院内閣委員会 中丸啓

議員 官房長官問１） 

文書８  「国会答弁書」（２６年５月２７日 参議院外交防衛委員会 白

眞勲議員 政府参考人想定問） 

文書９  「国会答弁書」（２６年５月２７日 参議院外交防衛委員会 白

眞勲議員 副長官問３） 

文書１０ 「国会答弁書」（２６年５月２８日 参議院本会議 小西洋之議

員 官房長官問３） 

文書１１ 「国会答弁書」（２６年５月２８日 衆議院予算委員会 遠山清

彦議員 総理問２） 

文書１２ 「国会答弁書」（２６年５月２８日 衆議院予算委員会 岡田克

也議員 総理問３） 

文書１３ 「国会答弁書」（２６年５月２８日 衆議院予算委員会 岡田克

也議員 総理問９） 

文書１４ 「国会答弁書」（２６年５月２８日 衆議院予算委員会 江田憲

司議員 総理問２） 

文書１５ 「国会答弁書」（２６年５月２８日 衆議院予算委員会 江田憲

司議員 総理問４） 

文書１６ 「国会答弁書」（２６年５月２８日 衆議院予算委員会 江田憲

司議員 総理問６） 

文書１７ 「国会答弁書」（２６年５月２８日 衆議院予算委員会 志位和

夫議員 総理想定問１） 

文書１８ 「国会答弁書」（２６年５月２８日 衆議院予算委員会 小沢鋭

仁議員 総理問４） 
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文書１９ 「国会答弁書」（２６年５月２８日 衆議院予算委員会 小沢鋭

仁議員 総理問７） 

文書２０ 「国会答弁書」（２６年５月２８日 衆議院予算委員会 浅尾慶

一郎議員 総理問２） 

文書２１ 「国会答弁書」（２６年５月２８日 衆議院予算委員会 大串博

志議員 総理問９） 

文書２２ 「国会答弁書」（２６年５月２８日 衆議院予算委員会 中谷元

議員 総理想定問６） 

文書２３ 「国会答弁書」（２６年５月２８日 衆議院予算委員会 中谷元

議員 総理想定問７） 

文書２４ 「国会答弁書」（２６年５月２８日 衆議院予算委員会 長妻昭

議員 総理問３） 

文書２５ 「国会答弁書」（２６年５月２８日 衆議院予算委員会 鈴木克

昌議員 総理想定問４） 

文書２６ 「国会答弁書」（２６年５月２９日 参議院外交防衛委員会 宇

都隆史議員 副長官想定問１） 

文書２７ 「国会答弁書」（２６年５月２９日 参議院外交防衛委員会 宇

都隆史議員 副長官想定問３） 

文書２８ 「国会答弁書」（２６年５月２９日 参議院外交防衛委員会 佐

藤正久議員 総理問３） 

文書２９ 「国会答弁書」（２６年５月２９日 参議院外交防衛委員会 小

野次郎議員 総理問６） 

文書３０ 「国会答弁書」（２６年５月２９日 参議院外交防衛委員会 小

野次郎議員 総理問７） 

文書３１ 「国会答弁書」（２６年５月２９日 参議院外交防衛委員会 小

野次郎議員 副長官想定問６） 

文書３２ 「国会答弁書」（２６年５月２９日 参議院外交防衛委員会 福

山哲郎議員 総理問２-２） 

文書３３ 「国会答弁書」（２６年５月２９日 参議院外交防衛委員会 福

山哲郎議員 総理問５（３）） 

文書３４ 「国会答弁書」（２６年５月３０日 衆議院外務委員会 岡本三

成議員 政府参考人問） 

文書３５ 「国会答弁書」（２６年５月３０日 衆議院外務委員会 玉城デ

ニー議員 政府参考人問２） 

文書３６ 「国会答弁書」（２６年５月３０日 衆議院外務委員会 玉城デ

ニー議員 政府参考人問４） 

文書３７ 「国会答弁書」（２６年５月３０日 衆議院外務委員会 玉城デ

ニー議員 政府参考人問５） 
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文書３８ 「国会答弁書」（２６年５月３０日 衆議院外務委員会 村上政

俊議員 政府参考人問２） 

文書３９ 「国会答弁書」（２６年６月２日 衆議院安全保障委員会外務委

員会連合審査会 伊佐進一議員 政府参考人問１） 

文書４０ 「国会答弁書」（２６年６月２日 衆議院安全保障委員会外務委

員会連合審査会 赤嶺政賢議員 政府参考人問２） 

文書４１ 「国会答弁書」（２６年６月３日 参議院外交防衛委員会 牧山

ひろえ議員 副長官問２） 

文書４２ 「国会答弁書」（２６年６月６日 衆議院安全保障委員会 三谷

英弘議員 政府参考人問３） 

文書４３ 「国会答弁書」（２６年６月９日 参議院決算委員会 江崎孝議

員 総理問７） 

文書４４ 「国会答弁書」（２６年６月９日 参議院決算委員会 又市征治

議員 総理問９） 

文書４５ 「国会答弁書」（２６年６月９日 参議院決算委員会 又市征治

議員 官房長官問３） 

文書４６ 「国会答弁書」（２６年６月１０日 参議院外交防衛委員会 牧

山ひろえ議員 副長官問２） 

文書４７ 「国会答弁書」（２６年６月１２日 参議院外交防衛委員会 藤

田幸久議員 副長官想定問１） 

文書４８ 「国会答弁書」（２６年６月１２日 参議院農林水産委員会 徳

永エリ議員 総理問１） 

文書４９ 「国会答弁書」（２６年６月１９日 参議院外交防衛委員会 中

西健治議員 副長官問１） 

文書５０ 「国会答弁書」（２６年６月１９日 参議院外交防衛委員会 中

西健治議員 副長官問３） 

文書５１ 「国会答弁書」（２６年６月１９日 参議院外交防衛委員会 福

山哲郎議員 政府参考人想定問２） 

文書５２ 「質問主意書」質問第１３２号 参議院憲法審査会附帯決議と集

団的自衛権行使の解釈変更に関する質問主意書 

文書５３ 「質問主意書」答弁書第１３２号 参議院議員小西洋之君提出参

議院憲法審査会附帯決議と集団的自衛権行使の解釈変更に関する質

問に対する答弁書 

文書５４ 「質問主意書」質問第１３３号 自衛隊の海外出動を禁ずる参議

院本会議決議と集団的自衛権行使の解釈変更に関する質問主意書 

文書５５ 「質問主意書」答弁書第１３３号 参議院議員小西洋之君提出自

衛隊の海外出動を禁ずる参議院本会議決議と集団的自衛権行使の解

釈変更に関する質問に対する答弁書 
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文書５６ 「質問主意書」質問第１３５号 立憲主義と集団的自衛権行使の

解釈変更に関する質問主意書 

文書５７ 「質問主意書」答弁書第１３５号 参議院議員小西洋之君提出立

憲主義と集団的自衛権行使の解釈変更に関する質問に対する答弁書 

文書５８ 「質問主意書」質問第１７３号 安全保障の法的基盤の再構築に

関する懇談会の位置付けに関する質問主意書 

文書５９ 「質問主意書」答弁書第１７３号 参議院議員藤末健三君提出安

全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会の位置付けに関する質問

に対する答弁書 

文書６０ 「質問主意書」質問第２２１号 集団的自衛権の行使を可能とす

る政府解釈の変更を閣議決定する件に関する質問主意書 

文書６１ 「質問主意書」答弁第２２１号 衆議院議員鈴木貴子君提出集団

的自衛権の行使を可能とする政府解釈の変更を閣議決定する件に関

する質問に対する答弁書 

文書６２ 「自民党部会資料」安全保障法制整備推進本部 次第〈第５回〉 

文書６３ 「自民党部会資料」〈第５回〉「安全保障の法的基盤の再構築に

関する懇談会」報告書のポイント 

文書６４ 「自民党部会資料」〈第５回〉「安全保障の法的基盤の再構築に

関する懇談会」報告書（概要） 

文書６５ 「自民党部会資料」〈第５回〉「安全保障の法的基盤の再構築に

関する懇談会」報告書 

文書６６ 「自民党部会資料」〈第５回〉平成２６年５月１５日 安倍内閣

総理大臣記者会見（記録）＝ 法整備関連部分の抜粋 ＝ 

文書６７ 「自民党部会資料」安全保障法制整備推進本部 次第＜第６回＞  

文書６８ 「自民党部会資料」〈第６回〉平成２６年５月１５日 安倍内閣

総理大臣記者会見（記録）＝ 法整備関連部分の抜粋 ＝ 

文書６９ 「自民党部会資料」〈第６回〉「安全保障の法的基盤の再構築に

関する懇談会」報告書のポイント 

文書７０ 「自民党部会資料」安全保障法制整備推進本部 次第＜第７回＞ 

文書７１ 「自民党部会資料」〈第７回〉事例集 

文書７２ 「自民党部会資料」〈第７回〉事例集関連資料 

文書７３ 「自民党部会資料」安全保障法制整備推進本部 次第＜第８回＞  

文書７４ 「自民党部会資料」〈第８回〉事例集 

文書７５ 「自民党部会資料」〈第８回〉御説明資料 

文書７６ 「自民党部会資料」〈第８回〉事例集関連資料 

文書７７ 「自民党部会資料」安全保障法制整備推進本部 次第＜第９回＞ 

文書７８ 「自民党部会資料」〈第９回〉御説明資料(６／６公明党部会の

配付資料) 
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文書７９ 「自民党部会資料」〈第９回〉御説明資料(第５回与党協議配付

資料) 

文書８０ 「自民党部会資料」〈第９回〉事例８～１５と関連する過去の答

弁 

文書８１ 「自民党部会資料」〈第９回〉捜索救助活動についての政府の考

え方 

文書８２ 「自民党部会資料」〈第９回〉事例集 

文書８３ 「自民党部会資料」安全保障法制整備推進本部 次第＜第１０回

＞  

文書８４ 「自民党部会資料」〈第１０回〉船舶検査等に係る国際法上及び

国内法上の考え方について 

文書８５ 「自民党部会資料」〈第１０回〉いわゆる「湾岸戦争」における

機雷掃海に関する経緯について（各種報道等より作成） 

文書８６ 「自民党部会資料」〈第１０回〉機雷掃海関連答弁 

文書８７ 「自民党部会資料」〈第１０回〉概要（たたき台） ＝ 目 次 

＝ 平成２６年６月１７日 

文書８８ 「自民党部会資料」〈第１０回〉御説明資料 

文書８９ 「自民党部会資料」〈第１０回〉参議院決算委員会要求資料（内

閣法制局 昭和四十七年十月十四日） 

文書９０ 「自民党部会資料」〈第１０回〉たたき台 

文書９１ 「自民党部会資料」全保障法制整備推進本部 次第＜第１１回＞ 

文書９２ 「自民党部会資料」〈第１１回〉御説明資料 

文書９３ 「自民党部会資料」〈第１１回〉機雷掃海関連答弁 

文書９４ 「自民党部会資料」〈第１１回〉概要（たたき台） ＝ 目 次 

＝ 平成２６年５月２０日 

文書９５ 「自民党部会資料」〈第１１回〉公明党外交安全保障調査会・憲

法調査会合同会議（６／１９）配付資料 

文書９６ 「自民党部会資料」安全保障法制整備推進本部 次第＜第１２回

＞ 

文書９７ 「自民党部会資料」〈第１２回〉座長試案 

文書９８ 「自民党部会資料」〈第１２回〉概要（たたき台） ＝ 目 次 

＝ 平成２６年６月２４日 

文書９９ 「自民党部会資料」安全保障法制整備推進本部 次第＜第１３回

＞ 

文書１００ 「自民党部会資料」〈第１３回〉概要（改訂版） ２６．６．

２７ 

文書１０１ 「自民党部会資料」〈第１３回〉安全保障法制整備推進本部・

安全保障調査会・外交部会・国防部会合同会議 次第 
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文書１０２ 「自民党部会資料」〈第１３回〉国の存立を全うし、国民を守

るための切れ目のない安全保障法制の整備について（閣議決定案

の概要）２６．７．１ 

文書１０３ 「公明党部会資料」〈２６年５月２０日〉平成２６年(２０１

４年)第２９回 政調全体会議 

文書１０４ 「公明党部会資料」〈２６年５月２０日〉「安全保障の法的基

盤の再構築に関する懇談会」報告書のポイント 

文書１０５ 「公明党部会資料」〈２６年５月２０日〉「安全保障の法的基

盤の再構築に関する懇談会」報告書（概要） 

文書１０６ 「公明党部会資料」〈２６年５月２０日〉「安全保障の法的基

盤の再構築に関する懇談会」報告書 

文書１０７ 「公明党部会資料」〈２６年５月２０日〉平成２６年５月１５

日 安倍内閣総理大臣記者会見（記録）＝ 法整備関連部分の抜

粋 ＝ 

文書１０８ 「公明党部会資料」〈２６年５月２７日〉事例集 

文書１０９ 「公明党部会資料」〈２６年５月２７日〉事例集関連資料 

文書１１０ 「公明党部会資料」〈２６年６月３日〉１５事例の類型 

文書１１１ 「公明党部会資料」〈２６年６月３日〉事例集 

文書１１２ 「公明党部会資料」〈２６年６月３日〉事例集関連資料 

文書１１３ 「公明党部会資料」〈２６年６月３日〉御説明資料 

文書１１４ 「公明党部会資料」〈２６年６月６日〉公明党 外交安保調査

会・憲法調査会合同会議 出席者 ２０１４．６．６ 

文書１１５ 「公明党部会資料」〈２６年６月６日〉御説明資料 

文書１１６ 「公明党部会資料」〈２６年６月６日〉事例集 

文書１１７ 「公明党部会資料」〈２６年６月１０日〉御説明資料 

文書１１８ 「公明党部会資料」〈２６年６月１０日〉捜索救助活動につい

ての政府の考え方 

文書１１９ 「公明党部会資料」〈２６年６月１０日〉各事態における米艦

防護の在り方 

文書１２０ 「公明党部会資料」〈２６年６月１０日〉事例８～１５と関連

する過去の答弁 

文書１２１ 「公明党部会資料」〈２６年６月１３日〉公明党 外交安保調

査会・憲法調査会合同会議 出席者 ２０１４．６．１３ 

文書１２２ 「公明党部会資料」〈２６年６月１３日〉参議院決算委員会要

求資料（内閣法制局 昭和四十七年十月十四日） 

文書１２３ 「公明党部会資料」〈２６年６月１３日〉事例集 

文書１２４ 「公明党部会資料」〈２６年６月１３日〉事例８～１５と関連

する過去の答弁 
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文書１２５ 「公明党部会資料」〈２６年６月１３日〉各事態における米艦

防護の在り方 

文書１２６ 「公明党部会資料」〈２６年６月１３日〉米艦防護に関する政

府答弁 

文書１２７ 「公明党部会資料」〈２６年６月１７日〉船舶検査等に係る国

際法上及び国内法上の考え方について 

文書１２８ 「公明党部会資料」〈２６年６月１７日〉いわゆる「湾岸戦

争」における機雷掃海に関する経緯について 

文書１２９ 「公明党部会資料」〈２６年６月１７日〉機雷掃海関連答弁 

文書１３０ 「公明党部会資料」〈２６年６月１７日〉閣議決定概要（たた

き台）＝目次＝ 

文書１３１ 「公明党部会資料」〈２６年６月１７日〉御説明資料 

文書１３２ 「公明党部会資料」〈２６年６月１７日〉新三要件たたき台 

文書１３３ 「公明党部会資料」〈２６年６月１７日〉Ｓ４７政府見解に関

連する過去の答弁 

文書１３４ 「公明党部会資料」〈２６年６月１９日〉米艦防護等（事例８

関連）に関する主な安倍総理答弁（５／２８ 衆・予算委） 

文書１３５ 「公明党部会資料」〈２６年６月１９日〉従来の政府見解の基

本的な論理 

文書１３６ 「公明党部会資料」〈２６年６月１９日〉御説明資料 

文書１３７ 「公明党部会資料」〈２６年６月１９日〉安保理決議第６７８

号 

文書１３８ 「公明党部会資料」〈２６年６月１９日〉他国の軍隊の艦船等

による邦人輸送の事例 

文書１３９ 「公明党部会資料」〈２６年６月１９日〉昭和４７年の政府見

解の論理構成（昭和４７年１０月１４日参・決算委提出資料） 

文書１４０ 「公明党部会資料」〈２６年６月２０日〉我が国を取り巻く安

全保障環境と国家安全保障上の課題 ※「国家安全保障戦略」か

ら抜粋 

文書１４１ 「公明党部会資料」〈２６年６月２０日〉国連憲章における集

団的・個別的自衛権について ２６．６．２０ 外務省 

文書１４２ 「公明党部会資料」〈２６年６月２５日〉座長試案 

文書１４３ 「公明党部会資料」〈２６年６月２５日〉概要（たたき台） 

＝ 目 次 ＝ 平成２６年６月２４日 

文書１４４ 「公明党部会資料」〈２６年６月２５日〉概要（改訂版）２７．

６．２７ 

文書１４５ 「公明党部会資料」〈２６年６月２５日〉平成２６年(２０１

４年)第４０回 政調全体会議 
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文書１４６ 「公明党部会資料」国の存立を全うし、国民を守るための切れ

目のない安全保障法制の整備について（閣議決定案概要）２６．

７．１ 

文書１４７ 「国会議員からの資料要求への対応文書」「安全保障の法的基

盤の再構築に関する懇談会」報告書 

文書１４８ 「国会議員からの資料要求への対応文書」「安全保障の法的基

盤の再構築に関する懇談会」報告書のポイント 

文書１４９ 「国会議員からの資料要求への対応文書」「安全保障の法的基

盤の再構築に関する懇談会」報告書（概要） 

文書１５０ 「国会議員からの資料要求への対応文書」安全保障の法的基盤

の再構築に関する懇談会（関連資料） 

文書１５１ 「国会議員からの資料要求への対応文書」平成２６年５月１５

日 安倍内閣総理大臣記者会見（記録） ＝ 法整備関連部分の

抜粋 ＝ 

文書１５２ 「国会議員からの資料要求への対応文書」邦人輸送中の米輸送

艦の防護 ５／１５ 総理会見の際のパネル 

文書１５３ 「国会議員からの資料要求への対応文書」御説明資料（与党協

議２６．６．６配布資料） 

文書１５４ 「国会議員からの資料要求への対応文書」事例８～１５と関連

する過去の答弁（与党協議２６．６．１３配布資料） 

文書１５５ 「国会議員からの資料要求への対応文書」船舶検査等に係る国

際法上及び国内法上の考え方について（与党協議２６．６．１７

配布資料） 

文書１５６ 「国会議員からの資料要求への対応文書」いわゆる「湾岸戦

争」における機雷掃海に関する経緯について（与党協議２６．６．

１７配布資料） 

文書１５７ 「国会議員からの資料要求への対応文書」機雷掃海関連答弁

（与党協議２６．６．１７配布資料） 

文書１５８ 「国会議員からの資料要求への対応文書」概要（たたき台） 

＝ 目 次 ＝ 平成２６年６月１７日（与党協議２６．６．１

７配布資料） 

文書１５９ 「国会議員からの資料要求への対応文書」御説明資料 「安全

保障法制整備に関する与党協議会」第５回会合（６／１０）等に

おける配布・公表資料（与党協議２６．６．１７配布資料） 

文書１６０ 「国会議員からの資料要求への対応文書」座長試案 ２６．６．

２４（与党協議２６．６．２４配布資料） 

文書１６１ 「国会議員からの資料要求への対応文書」概要（たたき台） 

＝ 目 次 ＝ 平成２６年６月２４日（与党協議２６．６．２
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４配布資料） 

文書１６２ 「国会議員からの資料要求への対応文書」概要（改訂版） ２

６．６．２７（与党協議２６．６．２７配布資料） 

文書１６３ 「国会議員からの資料要求への対応文書」閣議決定本文 

文書１６４ 「国会議員からの資料要求への対応文書」閣議決定英語版 

文書１６５ 「国会議員からの資料要求への対応文書」平成２６年７月１日 

安倍内閣総理大臣記者会見（記録） 

文書１６６ 「国会議員からの資料要求への対応文書」昭和５８年３月１５

日 参・予算委員会における谷川防衛庁長官答弁 

文書１６７ 「国会議員からの資料要求への対応文書」衆・予算委 集中審

議（５／２８）における関連主要答弁 

文書１６８ 「国会議員からの資料要求への対応文書」参議院外交防衛員会

（平成２６年４月１０日）議事録（抜粋） 

文書１６９ 「国会議員からの資料要求への対応文書」予算委員会議録 平

成２６年５月２８日 

文書１７０ 「国会議員からの資料要求への対応文書」発言用参考資料 

文書１７１ 「国会議員からの資料要求への対応文書」質疑応答用資料 

文書１７２ 「国会議員からの資料要求への対応文書」事例集 

文書１７３ 「国会議員からの資料要求への対応文書」事例集関連資料 

文書１７４ 「国会議員からの資料要求への対応文書」武力攻撃に至らない

侵害への対処 与党協議会で使用した「事例集」より抜粋 

文書１７５ 「国会議員からの資料要求への対応文書」「個別的自衛権」及

び「集団的自衛権」とは 

文書１７６ 「国会議員からの資料要求への対応文書」集団的自衛権などに

ついて 

文書１７７ 「国会議員からの資料要求への対応文書」参議院決算委員会要

求資料 集団的自衛権と憲法との関係 内閣法制局昭和四十七年

十月十四日 

文書１７８ 「国会議員からの資料要求への対応文書」安保法制懇非公式会

合の開催日一覧 

文書１７９ 「国会議員からの資料要求への対応文書」安保法制懇非公式会

合・直近３回の政府側出席者一覧 

文書１８０ 「想定問答」【想定】安保法制に関する閣議決定（平成２６年

７月２日） 

文書１８１ 「想定問答」事例１～７ 想定問答（問立て） 

文書１８２ 「想定問答」事例１～７ 想定問答（想定本文） 

文書１８３ 「想定問答」事例８～１５ 想定問答（問立て） 

文書１８４ 「想定問答」事例８～１５ 想定問答（想定本文） 
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文書１８５ 「国家安全保障会議資料」国家安全保障会議の開催について

【四大臣会合】（平成２６年５月１５日） 

文書１８６ 「国家安全保障会議資料」応答要領案（平成２６年５月１５日

（木） 

文書１８７ 「国家安全保障会議資料」国家安全保障会議の開催について

【四大臣会合】（平成２６年６月２６日） 

文書１８８ 「国家安全保障会議資料」国家安全保障会議の開催について

【九大臣会合】（平成２６年７月１日） 

文書１８９ 「国家安全保障会議資料」国の存立を全うし，国民を守るため

の切れ目のない安全保障法制の整備について（平成２６年７月１

日 国家安全保障会議決定案 閣議決定案） 

文書１９０ 「国家安全保障会議への諮問書」国の存立を全うし，国民を守

るための切れ目のない安全保障法制の整備について（諮問） 

文書１９１ 「国家安全保障会議からの答申書」国の存立を全うし，国民を

守るための切れ目のない安全保障法制の整備について（答申） 

文書１９２ 「閣議決定関連」事務連絡（２６．６．３０）「国の存立を全

うし，国民を守るための切れ目のない安全保障法制の整備につい

て」について（協議） 

文書１９３ 「閣議決定関連」「国の存立を全うし，国民を守るための切れ

目のない安全保障法制の整備について」（閣議決定案） 

文書１９４ 「閣議決定関連」意見提出様式 

文書１９５ 「閣議決定関連」内閣府国際平和協力本部事務局本部の意見 

文書１９６ 「閣議決定関連」内閣官房副長官補付（国際平和協力担当か

ら）の意見 

文書１９７ 「閣議決定関連」警察庁からの質問 

文書１９８ 「閣議決定関連」内閣府国際平和協力本部事務局本部の意見に

対する回答 

文書１９９ 「閣議決定関連」内閣官房副長官補付（国際平和協力担当か

ら）の意見に対する回答 

文書２００ 「閣議決定関連」警察庁からの質問に対する回答 

文書２０１ 「閣議決定関連」国の存立を全うし，国民を守るための切れ目

のない安全保障法制の整備について（２６．７．１）エンバーゴ

付 

文書２０２ 「閣議決定関連」閣議案件登録票 

文書２０３ 「閣議決定関連」２６．７．１の臨時閣議における総理大臣発

言要旨 

文書２０４ 「閣議決定関連」決裁文書 

文書２０５ 「閣議決定関連」閣議決定本文（セット版） 



 21 

文書２０６ 第３回与党協議会 席上回収資料 

文書２０７ 第４回与党協議会 席上回収資料 

文書２０８ 第７回与党協議会 席上回収資料 

文書２０９ 国家安全保障会議（平成２６年５月１５日）席上回収資料 

文書２１０ 国家安全保障会議（平成２６年６月２６日）席上回収資料 
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別紙２ 

 

文書２１１ 第１回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 議事次第 

文書２１２ 第１回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料１ 

「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会」報告書のポイン

ト 

文書２１３ 第１回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料２ 

「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会」報告書（概要） 

文書２１４ 第１回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料３ 

「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会」報告書 

文書２１５ 第１回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料４ 平

成２６年５月１５日安倍内閣総理大臣記者会見（記録）＝法整備

関連部分の抜粋＝ 

文書２１６ 第２回「安全保障法制整備に関する与党協議会」議事次第 

文書２１７ 第２回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料１ 事

例集 

文書２１８ 第２回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料２ 事

例集関連資料 

文書２１９ 第３回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 議事次第 

文書２２０ 第３回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料１ 事

例集 

文書２２１ 第３回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料２ 事

例集関連資料 

文書２２２ 第３回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料３ 

衆・予算委集中審議（５／２８）における関連主要答弁 

文書２２３ 第４回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 議事次第 

文書２２４ 第４回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料１ 御

説明資料 

文書２２５ 第４回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料２ 事

例集 

文書２２６ 第５回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 議事次第 

文書２２７ 第５回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料１ 御

説明資料 

文書２２８ 第５回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料２ 捜

索救助活動についての政府の考え方  

文書２２９ 第５回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料３ 事

例８～１５と関連する過去の答弁 

文書２３０ 第５回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料４ 事
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例集 

文書２３１ 第５回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 各事態にお

ける米艦防護の在り方（公明党資料） 

文書２３２ 第６回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 議事次第 

文書２３３ 第６回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料１ た

たき台 

文書２３４ 第６回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料２ Ｓ

４７政府見解 

文書２３５ 第６回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料３ 事

例８～１５と関連する過去の答弁 

文書２３６ 第６回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料４ 事

例集 

文書２３７ 第７回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 議事次第 

文書２３８ 第７回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料１ 船

舶検査等に係る国際法上及び国内法上の考え方について 

文書２３９ 第７回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料２ い

わゆる「湾岸戦争」における機雷掃海に関する経緯について 

文書２４０ 第７回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料３ 機

雷掃海関連答弁 

文書２４１ 第７回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料４ 概

要（たたき台）＝目次＝ 

文書２４２ 第７回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料５ 御

説明資料 

文書２４３ 第７回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料６ た

たき台 

文書２４４ 第８回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 議事次第 

文書２４５ 第８回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料１ 概

要（たたき台） 

文書２４６ 第８回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料２ 御

説明資料 

文書２４７ 第８回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料３ 機

雷掃海関連答弁 

文書２４８ 第８回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料４ 公

明党外交安全保障調査会・憲法調査会合同会議（６／１９）配布

資料 

文書２４９ 第９回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 議事次第 

文書２５０ 第９回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料１ 座

長試案 
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文書２５１ 第９回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料２ 概

要（たたき台） 

文書２５２ 第１０回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 議事次第 

文書２５３ 第１０回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料 概

要（改訂版） 

文書２５４ 第１１回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 議事次第 

文書２５５ 第１１回「安全保障法制整備に関する与党協議会」 資料 閣

議決定案の概要 

 

 

 



 25 

別紙３  

 

文書１  「国会答弁書」（２６年５月１６日 衆議院外務委員会 青柳陽一

郎議員 政府参考人想定問１） 

文書２  「国会答弁書」（２６年５月１６日 衆議院外務委員会 青柳陽一

郎議員 政府参考人想定問４） 

文書３  「国会答弁書」（２６年５月２２日 参議院外交防衛委員会 藤田

幸久議員 副長官想定問７） 

文書４  「国会答弁書」（２６年５月２７日 参議院外交防衛委員会 白眞

勲議員 政府参考人想定問１） 

文書５  「国会答弁書」（２６年５月２８日 衆議院予算委員会 遠山清彦

議員 総理問３） 

文書６  「国会答弁書」（２６年５月２８日 衆議院予算委員会 中谷元議

員 総理想定問１０） 

文書７  「国会答弁書」（２６年５月２９日 参議院外交防衛委員会 福山

哲郎議員 総理問４） 

文書８  「国会答弁書」（２６年６月６日 衆議院安全保障委員会 中山泰

秀議員 政府参考人問） 

文書９  「国会答弁書」（２６年６月６日 衆・海賊・テロ特別委員会 岡

本三成議員 政府参考人追加問） 

文書１０ 「国会答弁書」（２６年６月６日 衆議院外務委員会 玄葉光一郎

議員 政府参考人問２） 

文書１１ 「国会答弁書」（２６年６月１９日 参議院外交防衛委員会 中西

健治議員 副長官問２） 

 


